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　事務局の年内業務は12月28日（水）で終了とな

ります。

　年始は1月4日（水）から業務を開始しますので、

よろしくお願い申しあげます。

年末年始の事務局業務年末年始の事務局業務

■平成28年期7部会の役員が決まる

■日本商工会議所の動き/商工会議所の動き、常議員会

■特集ズームアップ2016

■相談所だより

　 ・ 経営安定特別相談室/ ・ 自治 ・ 振興金融制度

　 ・ 確定申告無料相談について

■青年部からのお知らせ/雇用保険の適用拡大等について

■リレー随想（その199）

■会員探訪
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■国・県・市等からのお知らせ
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2016

かいぎしょＮＥＷＳ新年号企画で当所役員・議員の選んだ日立市内の好きな場所（その⑨）：小木津山自然公園
64ｈａの広大な敷地の自然公園として市民に親しまれており、睡蓮の池や30ｍの芝スキーなどが人気。

また、日本最古の地層を遊歩道沿いに観察できます。

鈴木昇



③　第1612号　（毎月20日発行） 平成28年12月20日 第1612号　（毎月20日発行） 平成28年12月20日　②

11月1日 臨時議員総会
11月8日 経営計画作成個別相談会
11月11日 正副会頭会議
 法律相談
11月12日 

経営発達支援計画買物動向調査
　～13日
11月13日 第4回ビジネスマネージャー検定試験
11月15日 金融財務業部会会議
 交通運輸業部会会議
11月16日 工業部会会議
 建設業部会会議
 文化産業部会会議
 観光環衛業部会会議
 経営力向上セミナー
11月18日 商業部会
 経営計画作成個別相談会
11月20日 第144回簿記検定試験
11月21日 会員親睦バスツアー（文化産業部会共催）
 経営安定セミナー
 経営力向上セミナー
11月22日 消費税軽減税率対策窓口相談等事業セミナー
11月26日 経営発達支援計画事業日立うまいもんフェア
11月27日 第37回福祉住環境コーディネーター検定試験
11月28日 選挙委員会
 常議員会
 観光環衛業部会議員協議会
 経営力向上セミナー

日本商工会議所の動き

　政府は10月24日、「働き方改革実現会議」の第２回
会合を首相官邸で開催した。会合では、テレワークや
副業などの柔軟な働き方の在り方、多様な採用機会の
提供などについて議論。日本商工会議所の三村明夫会
頭は副業について、「導入促進のためには、トータルの
労働時間をどう管理するのか、社会保険料負担や労災
はどちらの会社が負担するのかなど整理すべきこと
が多々ある」と指摘。「こうした課題をクリアしつつ、

好事例の共有化を図り、中小企業の人手不足解消につ
ながる形で推進することが必要」と述べた。
　安倍晋三首相は、テレワークなどの普及について、
「長時間労働を招いては、本末転倒。労働時間管理をど
うしていくのかも整理する必要がある」と述べ、柔軟
な働き方の推進に向けて、ガイドラインの制定も含め
多様な政策手段を検討していく方針を表明した。

働き方改革実現会議

柔軟な働き方の指針検討
　三村会頭「人手不足解消を」

あいさつする安倍首相（右から２人目）と三村会頭（左から２人目）

　11月28日、当所で常議員会を開催しました。平成28年期議

員選挙後第1回目の常議員会であり、会議に先立ち秋山会頭

は「商工会議所を取り巻く環境は厳しく、変化の大きい時代で

あるが、その変化に対応し目の前の課題を克服しながら皆さ

んと共に頑張っていきたい。」と挨拶しました。

　協議では10月の新入会員（②面掲載）を承認。続いて当所の

平成28年期顧問8人と参与3人（別記）の委嘱を協議し承認し

ました。顧問・参与は学識経験のある人及び商工会議所に功労

のあった人のうちから会頭が常議員会の承認を得て委嘱し

ているもので、任期は平成31年10月31日までの3年間となっ

ています。

　報告では鈴木専務理事から7部会正副部会長選任結果につ

いて、松山選挙委員長からは平成28年期議員選挙選任事務に

ついて、郡司副会頭からは会員親睦バスツアーについて、武田

副会頭からは景気観測調査平成28年度第2四半期結果につい

てそれぞれ説明がありました。

■顧問（順不同・敬称略）

　小川　春樹　日立市長

　小野　　寛　JX金属株式会社取締役常務執行役員日立事業所長

　家次　　晃　株式会社日立製作所電力ビジネスユニット

　　　　　　　日立事業所副事業所長

　中川　敏裕　日立金属株式会社電線材料カンパニー茨城工場長

　加藤　英夫　日立化成株式会社山崎事業所長

　薄井　利秋　日立セメント株式会社取締役常務執行役員

　宮崎　哲雄　元会長

　山本　忠安　前会頭

■参与（順不同・敬称略）

　三田　朋尚　JX金属株式会社日立事業所総務部長

　今泉　　良　株式会社日立製作所電力ビジネスユニット

　　　　　　　日立事業所総務部長

　大内　勇雄　日立市産業経済部長
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　今泉　　良　株式会社日立製作所電力ビジネスユニット

　　　　　　　日立事業所総務部長

　大内　勇雄　日立市産業経済部長

顧問8人と参与3人の委嘱を承認

新
部
会
長
に
峯
島
氏（
交
通
運
輸
業
）、商
業・工
業・建
設
業・

金
融
財
務
業・観
光
環
衛
業・文
化
産
業
は
再
任

 【
商
業
部
会
】（
敬
称
略
・
順
不
同
）

部

会

長

　佐
藤
洋
一
郎

　株
式
会
社
み
ど
り
園

　代
表
取
締
役

副
部
会
長

　梶

　
　修
明

　プ
レ
ビ
株
式
会
社

　代
表
取
締
役
社
長

　
　〃

　
　長
山

　洋
樹

　株
式
会
社
三
和
商
事

　代
表
取
締
役

　
　〃

　
　前
島

　
　康

　有
限
会
社
カ
メ
ブ
呉
服
店

　専
務
取
締
役

　
　〃

　
　森
山

　
　滋

　有
限
会
社
森
山
商
店

　代
表
取
締
役

　平
成
28
年
期
の
部
会
役
員
を
決
め
る

各
部
会
会
議
が
11
月
15
日
か
ら
18
日
の

間
に
順
次
開
催
し
、
各
部
会
の
正
副
部

会
長
が
選
出
さ
れ
ま
し
た
。

 【
工
業
部
会
】（
敬
称
略
・
順
不
同
）

部

会

長

　宮
本

　洋
治

　久
慈
鉄
工
協
同
組
合

　代
表
理
事

副
部
会
長

　小
島

　憲
治

　株
式
会
社
日
立
ゲ
ー
ジ
工
業
所

　代
表
取
締
役

　
　〃

　
　小
野
﨑
久
雅

　株
式
会
社
日
立
工
業
所

　代
表
取
締
役

　
　〃

　
　金
澤

　好
利

　日
立
製
作
所
工
業
協
同
組
合

　代
表
理
事

　
　〃

　
　清
水

　朋
彦

　丸
善
電
機
工
業
株
式
会
社

　代
表
取
締
役

　
　〃

　
　武
士

　洋
一

　株
式
会
社
旭
製
作
所

　代
表
取
締
役

　
　〃

　
　水
出

　浩
司

　

　
　〃

　
　吉
野

　邦
彦

　吉
野
電
業
株
式
会
社

　代
表
取
締
役

 【
建
設
業
部
会
】（
敬
称
略
・
順
不
同
）

部

会

長

　松
山

　恒
男

　多
賀
土
木
株
式
会
社

　代
表
取
締
役
会
長

副
部
会
長

　五
十
嵐

　宏

　株
式
会
社
タ
ケ
ム
ラ

　取
締
役
会
長

　
　〃

　
　岡
部

　髙
二

　株
式
会
社
岡
部
工
務
店

　取
締
役
営
業
第
一
部
長

　
　〃

　
　河
西

　隆
史

　株
式
会
社
日
立
ラ
イ
フ

　総
務
部
長

　
　〃

　
　沢
畑

　正
剛

　日
立
土
木
株
式
会
社

　代
表
取
締
役
社
長

　
　〃

　
　白
土
仙
一
郎

　株
式
会
社
白
土
工
務
店

　代
表
取
締
役

　
　〃

　
　鈴
木

　一
良

　鈴
縫
工
業
株
式
会
社

　代
表
取
締
役
社
長

　
　〃

　
　三
澤

　俊
介

　藤
和
建
設
株
式
会
社

　代
表
取
締
役

 【
金
融
財
務
業
部
会
】（
敬
称
略
・
順
不
同
）

部

会

長

　下
山
田
和
司

　株
式
会
社
常
陽
銀
行
日
立
支
店

　執
行
役
員
支
店
長

副
部
会
長

　石
川

　浩
史

　茨
城
県
信
用
組
合
日
立
支
店

　支
店
長

　
　〃

　
　臼
木

　民
二

　臼
木
証
券
株
式
会
社

　代
表
取
締
役
社
長

　
　〃

　
　海
老
澤
和
弘

　水
戸
信
用
金
庫
日
立
支
店

　支
店
長
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　菊
地

　広
幸

　株
式
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社
東
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銀
行
日
立
支
店
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店
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原

　健
悟
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ク
サ
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命
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式
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社
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立
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業
所
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藤

　琢
夫
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式
会
社
筑
波
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行
日
立
支
店
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店
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出
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式
会
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東
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本
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行
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店
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店
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締
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締
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雅
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ガ
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工
業
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役
社
長
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業
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長
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工
業
部
会
長

　宮
本

　洋
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交
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輸
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長
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建
設
業
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山
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財
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商
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成
二
十
八
年
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七
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役
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決
ま
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平
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八
年
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部
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役
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株
式
会
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日
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猪
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代
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ゾ
ー
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ホ
テ
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ク
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タ
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屋
内
清
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川
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株
式
会
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飲
食
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６－
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ビ
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日
立
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業
所
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お宅の屋根は
大丈夫ですか？
※平成１６年以前に製造された屋根材（カラーベスト）には
　アスベストが含まれております。
　　　　（ご心配な方は当店にご相談ください！）

第1612号　（毎月20日発行） 平成28年12月20日　④⑤　第1612号　（毎月20日発行） 平成28年12月20日

日本成長戦略研究所株式会社　中丸秀昭氏を講師に迎え、「スマート
フォン＆タブレット端末ビジネス活用法」について聴く。

ＩＴ活用セミナー

4月～12月

 特  集

4/3、9～10

JX金属株式会社日立事業所長 小野寛氏（写真上）、株
式会社日立製作所日立事業所長 村山貢一（写真中）、三
菱日立パワーシステムズ株式会社日立工場地域統括福
田寿士氏（写真下）による特別講演会を開催。今期の状
況と今後の見通しについて聴く。

日立地区デュアルシステム事業企業実習調印式
日立工業高校の生徒９名が受入企業８社と企業実習協定書
に調印、来年２月までの期間、週１回の企業実習を行う。

新入社員研修
ビジネスマナー習得セミナーとしてOfficeアイム 代表森川あやこ氏を
講師に迎え、楽しく学ぶビジネス実務について実技研修を開催。

特 別 講 演 会

4/124/28

悠々そろばん学習会 「地産地消・地場産品販路拡大協定書」を締結

5/10

6/23

建設業部会現場見学会
日立市新庁舎の建設現場を見学する。

専門講師により延べ27回の講座を開催する。

茨城大学工学部都市システム工学科学生の日立駅前
周辺商店街の活性化提案研究成果発表会を開催。

第57回会頭杯野球大会
会員事業所11チームが参加し、㈱日立ライフが3年連続で
優勝を飾った。

制度融資・補助金説明会
日本政策金融公庫、茨城県、日立市、茨城県信用保証協会、茨城
県事業引継ぎ支援センター担当者から各制度等の説明会を開催。

平成28年期議員改選
平成28年期議員改選に伴い選挙委員会を松山選挙委員長を中心に8月4日から6回開催し、11月1日には平成28年期
の役員を選任する臨時議員総会（写真左）を開催し、秋山光伯会頭が再任される。

日商簿記検定3級資格取得講座

小規模事業者の販路拡大を目的に、茨城マルシェ（東京
銀座）において「日立うまいもんフェア」を開催。

経営発達支援計画事業 茨城マルシェ「日立うまいもんフェア」

産業振興対策委員会

7/～6/5 24

6/ 11/9～ 24

8/ 11/19～ 18

8/25

7/27 7/12

会員65名が参加し、明治神宮、葛西臨海水族園、羽田空港
新国際線旅客ターミナルを巡るバスツアーを実施。

会員親睦バスツアー

10/2711/26 11/21

株式会社経営科学研究所 初鹿野浩明氏を講師に「上手
な資金繰り表の作り方」について聴く。

消費税軽減税率対策窓口相談等事業セミナー
国際アートフェスティバル「KENPOKU　ART2016茨城県北芸術祭」を
視察し地元の受入体制や情報発信について研究する。

情報化委員会視察研修

10/26 9/27

珠算振興委員の協力を得て、そろばんを使っての計算や
脳トレなどシニア向けの学習会を開催。

当所と日立市、イトーヨーカ堂が地産地消と地場産品の
販路拡大を目的に協定書を締結。

花見茶屋25テント、土産品推奨店等３テントが出店するとともに、ふるさと日立検定合格者によるボランティアガイド
として日立駅前、花見茶屋本部、日立市観光物産協会本部の３ケ所に待機所を設置し、来街者の方へ日立風流物の
説明等を行いました。また、４月９日には桐生商工会議所関係者を招待し懇談を行いました。

第54回日立さくらまつり
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⑦　第1612号　（毎月20日発行） 平成28年12月20日 第1612号　（毎月20日発行）

水戸支社　日立営業所　３１７-００７３　茨城県日立市幸町１-２１-２  TEL ０２９４-２１-５３８７

平成28年12月20日　⑥

からの

　常陸ノ国グルメフェス実行委員会（赤津浩史実行委員

長）では、平成29年4月2日（日）に実施予定の「第5

回常陸ノ国グルメフェス」の出店店舗を募集いたします。

茨城県内のご当地グルメなどを販売できる茨城県内外の

店舗の方々を参加対象として、本年度も実施いたします。

　開催を重ねるごとに来場者も多くなり、昨年度は売り

切れ店舗が続出するなど盛大に開催されました。

　出店をご希望の方は、ホームページをご覧いただくか、

青年部事務局（℡0294-22-0128）まで。

●事業主の皆様へ（従業員の皆様へもお知らせください）
　～平成29年1月1日より65歳以上の方も雇用保険の適用対象となります～

■雇用保険の適用拡大について
　平成29年1月1日以降、65歳以上の労働者についても、「高年齢被保険者」として雇用保険の適用対象となります（平成
28年12月末までは、「高年齢継続被保険者」（※1）となっている場合を除き適用除外です。）。
〇平成29年1月1日以降に新たに65歳以上の労働者を雇用した場合
　雇用保険の適用要件（※2）に該当する場合は、事業所管轄のハローワークに「雇用保険被保険者資格取得届」（以下「資
格取得届」という。）を提出（※3）してください。
〇平成28年12月末までに65歳以上の労働者を雇用し平成29年1月1日以降も継続して雇用している場合
　雇用保険の適用要件（※2）に該当する場合は、平成29年1月1日より雇用保険の適用対象となります。事業所所轄のハロー
ワークに「資格取得届」を提出（※4）してください。
〇平成28年12月末時点で高年齢継続被保険者（※1）である労働者を平成29年1月1日以降も継続して雇用している場合
　ハローワークへの届出は不要です（自動的に高年齢被保険者に被保険者区分が変更されます）。
　（※1）65歳に達した日の前日から引き続いて65歳に達した日以後の日において雇用されている被保険者。
　（※2）1週間の所定労働時間が20時間以上であり、31日以上の雇用見込があること。
　（※3）被保険者となった日の属する月の翌月10日までに提出してください。
　（※4）提出期限の特例があります。平成29年3月31日までに提出してください。

●従業員の皆様へもお知らせください
～平成29年1月1日より、65歳以上の被保険者も各給付金の対象となります～

■高年齢求職者給付金について
　平成29年1月1日以降、65歳以上の労働者についても、「高年齢被保険者」として雇用保険の適用の対象となるため、高
年齢被保険者として離職した場合、受給要件を満たすごとに、高年齢求職者給付金が支給（年金と併給可）されます。
　なお、給付金を受けるには、離職後に住居地を管轄するハローワークに来所し、求職の申込みをしたうえで、受給資格の
決定を受ける必要があります。その後、ハローワークから指定された失業の認定日にハローワークに来所し、求職の申込み
をしたうえで、受給資格の決定を受ける必要があります。その後、ハローワークから指定された失業の認定日にハローワー
クに来所し、失業の認定を受けることで、被保険者であった期間に応じた金額が支給されます。
■育児休業給付金、介護休業給付金について
　平成29年1月1日以降に高年齢被保険者として、育児休業や介護休業を新たに開始する場合も、要件を満たせば育児休業
給付金、介護休業給付金の支給対象となります。
■教育訓練給付金について
　平成29年1月1日以降に厚生労働大臣が指定する教育訓練を開始する場合は、教育訓練を開始した日において高年齢被保
険者である方または高年齢被保険者（平成28年12月末までに離職した方は、高年齢継続被保険者）として離職の日の翌日
から教育訓練の開始日までの期間が1年以内の方も、要件を満たせば教育訓練給付金の支給対象となります。

・日　　程　平成29年3月上旬

・募集時期　平成29年1月27日（金）

・場　　所　ホテル テラス ザ スクエア日立

・参 加 費　3万円

・募 集 数　20企業

　青年部では、地域企業と大学生とのマッチング事業

として「就活フェス2017inひたち」を実施します。

　内容は、平成29年3月時点の大学3年生・大学院1

年生などを対象にした就職説明会です（一部、第2・

第3新卒も対象）。

　参加をご希望の企業は、応募要項をご確認いただき、

青年部事務局（℡0294-22-0128）までお申込ください。

詳細は、ホームページをご覧ください。

お知らせ日立商工会議所青年部

・日　程　平成29年4月2日（日）
・場　所　日立市新都市広場等
・内　容　第5回常陸ノ国グルメフェス
・募集数　40店舗
・参加費　1万円
・締切り　平成29年1月31日（火）

常陸ノ国グルメフェス
参加「店舗」募集

就活フェス2017 in ひたち
参加「企業」募集

常陸ノ国グルメフェス
参加「店舗」募集

就活フェス2017 in ひたち
参加「企業」募集

自治・振興金融融資制度自治・振興金融融資制度
【自治金融】
○限　度　額　1,000万円
○期　　　間　運転7年　設備7年
○保　証　人　個人事業主は原則不要。
　　　　　　　法人の場合は代表者。
　　　　　　　※特別な事情がある場合は、その他に
　　　　　　　　連帯保証人が必要になります。
○担　　　保　原則不要
　利率1.06％（平成28年12月1日現在）
【振興金融】
○限　度　額　2,000万円
○期　　　間　運転7年　設備7年
○保　証　人　個人事業主は原則不要。
　　　　　　　法人の場合は代表者。
　　　　　　　※特別な事情がある場合は、その他に
　　　　　　　　連帯保証人が必要になります。
○担　　　保　必要に応じて徴求
　利率1.16％（平成28年12月1日現在）
※どちらも年利1.0％の利子補給が受けられます。お申込み・
　お問合せはお近くの金融機関または経営支援課まで

　事業経営が不振に陥った時は、「早期に適切な手を打つ」ことが重要なポイントです。受注・販
売不振、手形の決済などで事業経営の先行きに不安が生じたらできるだけお早めに『経営安定特
別相談室』にご相談ください。

○経営安定特別相談室とは…
　経営不振に陥った事業所から相談を受け、再建
の見込みがある企業については関係機関との協
力により再建の方策を講じるなど倒産を未然に
防止することを目的に設置されているのが「経営
安定特別相談室」です。相談室では商工調停士等
の専門家が相談に応じます。

○商工調停士とは…
　中小企業の倒産に関わる諸問題について解決
に向けての相談・アドバイスを行ないます。商工
調停士は、当所会頭から委嘱されています。

○お申込みにあたって…
　経営不振に陥った経緯などをお聞かせいただ
くとともに相談アドバイスに必要な資料の提出
をお願いしています。

相談無料・秘密厳守　お申込およびお問合せは経営支援課まで。相談無料・秘密厳守　お申込およびお問合せは経営支援課まで。

困った時には早めの相談！

相 談 の 手 順

相 談 申 込

相談内容の検討

・経営、財務内容の把握と分析

・倒産防止の方策の検討

調 停
債権者等関係者
への協力要請

・金融斡旋

・手形処理指導

・事業転換指導

・円滑な整理方法の検討

・法的手続き等の指導、助言

経営安定特別相談室

確定申告無料相談について確定申告無料相談について
　毎年3月に確定申告の無料相談を実施しています
が、当会議所相談会場では小規模企業者のみの受付け
になっています。詳しくは、経営支援課へお問い合わ
せください。

 小規模企業者とは…

・従業員数が商業・サービズ業は5人以下、製造業・
建設業その他は20人以下
・所得金額（不動産所得・雑所得を含む）が400万円
　以下（専従者給与控除前の金額）
・年間売上金額が3,000万円以下
　　　　　　上記の要件すべてに該当する事業所

詳しくはハローワークにお問い合わせいただくか、厚生労働省ホームページを参照してください。
ハローワークの所在案内：http://www.mhlw.go.jp/kyujin/hwmap.html

◆ 雇 用 保 険 の 適 用 拡 大 等 に つ い て ◆


